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4
専門支援機関の活動における基本的な方針 目次

⚫ 「専門支援機関の活動における基本的な方針」の策定により、関係者の役割等、これまで推進検討会でご議
論いただいた内容の整理、具体化を行うとともに、専門支援機関の関係者や自治体、民間事業者等に対し、
専門支援機関の支援内容等について周知し、活用促進を図る。

⚫ 本方針は、全ての規模の災害を対象としたものであるが、そのうち南海トラフ地震等の大規模災害については、
国の代行処理など、他の災害とは対応の前提が異なる部分も含まれることを踏まえ、今後更に検討を進めていく。

第１ 本方針の目的・対象

１.目的 専門支援機関が、平時から発災時まで、自治体に対し
実効的な支援を行うための基本的な考え方と運用方法
を定める

２.対象となる関
係者

国、自治体、民間事業者・関係団体、D.Waste-
Net・人材バンク、その他関係者

３.本方針の根
拠・位置づけ

法律根拠、策定の前提となる災害規模、策定趣旨等

第２ 専門支援機関とは何か

１.定義 自治体による災害廃棄物処理を実務面から支援し、全
国的な知見の蓄積・提供を担う専門組織

２.設置の背景 自治体の人材・知見不足等を補い、継続的で安定した
支援体制を構築するため設置

３.基本原則 被災自治体の代行機関ではなく、被災自治体が処理
主体として役割を果たせるよう支援

４.専門支援機
関が保有する専
門性

専門支援機関は災害廃棄物処理や全体調整に関する
専門性を備え、実務支援を実施

第３ 関係者の役割

１.関係者の役割 国（本省、地方環境局）、専門支援機関、自治体、
事業者・専門家の役割

２.民間事業者と
の連携

民間事業者との役割分担、連携方針

３.関係機関との
連携

関係機関との連携方針（防災庁などの他省庁との連
携にあたっての専門支援機関の役割）

第４ 支援の内容

１.平時
計画策定支援、研究開発などを通じて自治体の備え
を支援

２.発災時
被害調査、方針検討等の支援を災害対応フェーズに
合わせて実施

第５ 支援の流れ

１.平時 積極的に自治体等を支援

２.発災時
被害状況や自治体体制等に応じ派遣される現地支
援チームの一員として支援

第６ 継続的改善

１.継続的改善 支援実績等を検証し、本方針等を継続的に改善

P.13～14

P.９～12

P.15～21

P.５～７

6/5会議を受けて
修正

P.22～23

7/23酒井先生レクを受けて修正

〇今回の資料は特定非常災害の対
応が中心と見えるが、大規模災害も
見据えたものという意図が伝わるように
すべき。除くというのは後ろ向きなので、
大規模災害・特定非常災害レベルの
２類型を想定し、大規模災害は引き
続き検討、今回は特定非常災害レベ
ルまでを想定としてはどうか。

7/23全都清レクを受けて修正
〇国難級の大規模災害というのは発
災直後に定義することは難しい。専門
支援機関は災害規模によらず稼働す
る認識で正しいか。
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6
専門支援機関の規定の背景・目指すべき姿

⚫ 仮置場候補地選定等の平時の備えや発災時の災害廃棄物対応を進めるにあたり、自治体のマンパ
ワー・ノウハウ不足が大きな課題。そうした状況から、国が中心となって自治体を支援してきた。

⚫ 一方で、大雨等の災害増加に伴う被害の広域化・複合化等による支援負荷の増加に加え、長期安定的
に災害廃棄物対策に関する経験・専門的知見の集積を行うことが難しく、環境省のみで全ての支援を担
うことには限界がある。

⚫ このため、廃棄物処理法の改正により、災害廃棄物対策に関する国の事務を、専門的知見を有する中間
貯蔵・環境安全事業㈱（JESCO）その他の機関 【 専門支援機関 】 に委託できることとした。

規定の背景

＜ 専門支援機関の役割 ＞

⚫ 自治体が行う災害廃棄物対策における実務支援による事業推進

⚫ 国とともに、発災時に必要となる支援（人材、機材等）の全国的な調達体制の構築
⚫ これまでの災害のデータ、知見の蓄積・提供と災害廃棄物に関する調査研究及び技術開発による、災
害廃棄物対応力の向上・発展

専門支援機関の役割と目指すべき姿

＜ 目指すべき姿 ＞
自治体や国が行う災害廃棄物対策の実務支援を通して、災害廃棄物対策に係る経験・専門的

知見の蓄積を行うことで、関係者の意思決定や現場実務を支える
災害廃棄物対応における専門集団となることを目指す。

実務支援の具体例
平時：計画の策定等における推計発生量の算定等の検討作業、災害支援協定の締結等における関係者間の調整事務、研修・訓練の実施 等
発災時：管理システムの提供による進捗管理、被害状況等の現地調査、広域処理調整等における関係者間の調整事務、契約等の事務支援 等

6/5大迫先生御指摘受けて目指すべ
き姿の黒下線部を追記

環境省が司令塔となるが、JESCOは
意思決定にコミットするくらいの専門集
団であるべきではないか。長年の経験
をもった人がリーダーシップを発揮するべ
きではないか。

書きぶりを改正法に合わせた
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専門支援機関が保有すべき専門性

⚫ 専門支援機関がその役割を果たすべく、保有すべき専門性は以下のとおり。これらの専門性を活かし、自治体
や国が行う災害廃棄物対策の実務支援及び民間事業者・支援自治体等の支援者による効率的かつ効果的
な支援の実現のための調整を行う。

✓ 災害廃棄物処理に関する専門性 ✓ 調査研究・技術開発に関する専門性

✓ リソース調達・施工監理に関する専門性 ✓ 行政事務に関する専門性    ✓ 全体調整に関する専門性

⚫ 今後、廃棄物処理のオペレーションに熟知した廃棄物処理事業者・建設事業者や自治体の災害廃棄物対
応経験者などからの採用も含めた専門人材の確保を検討していく。

災害廃棄物処理に関する専門性 調査研究・技術開発に関する専門性

リソース調達・施工監理に関する専門性 行政事務に関する専門性

これらの専門性を活用し、事業を推進していく全体調整に関する専門性

•災害廃棄物処理のプロセス、フローのルールに基づい
た適正化能力
•計画策定とシミュレーション能力

•データの収集、評価能力
•現場実態を踏まえた課題分析能力
•処理技術や業務手法の調査、開発能力
•社会実装化、知見蓄積・発信能力

•連携ネットワーク構築能力
•現場で必要なヒトやモノの調達力
•仮置場運営、公費解体工事における施工監理能力
•工程管理、品質管理能力

•発注、契約などの行政手続遂行能力
•実務プロセスの標準化、明文化能力

6/5酒井先生御指摘受けて全体的に
修正

発災時の整理の意味合いが強く、平
時の意味合いが薄い。研究・開発に
関する専門性が入っていない。
リソース調達と施工監理は一緒でもい
い。また、平時に必要となる全体調整
についても言及が必要ではないか。

災害廃棄物処理に関する専門性 施工監理に関する専門性

リソース調達に関する専門性 行政事務に関する専門性

専門支援機関が保有する専門性

•災害廃棄物処理のプロセス、フローの
ルールに基づいた適正化能力
•計画策定とシミュレーション能力

•仮置場運営、公費解体工事における
施工監理能力
•工程管理能力
•品質管理能力

•連携ネットワーク構築能力
•現場で必要なヒトやモノの調達力

•発注、契約などの行政手続遂行能力
•実務プロセスの標準化、明文化能力

7/23全都清意見を受けて修正

・専門支援機関は行政実務の代行・
支援が主で、収集運搬などの現場業
務を代行すると誤解を生みかねない。
変わらず現場業務は民間事業者が担
うことも触れるべきでは。
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（参考）専門支援機関を担うJESCOにおける

災害廃棄物対策に係る事業遂行体制

都道府県、市区町村

中間貯蔵・環境安全事業株式会社
株主総会

取締役会

環境安全監査室

●災害廃棄物処理支援ネットワーク
（D.Waste-Net）

●災害廃棄物処理支援員制度（人材バン
ク）

●その他災害廃棄物対応関係者

連携
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Ｂ
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連携

調整

関係団体等

環境省
本省

環境省
地方環境局

関係行政機関

監査役会

代表取締役社長 監査役

監査役室担当取締役災害廃棄物対策事業
準備室 ※

⚫ 令和８年４月より、災害廃棄物対策事業準備室（全18名、うち専任15名）を設置し、本年９月の改正
法施行に合わせ、専門支援機関を立ち上げるべく、準備業務を実施中。今後、改正法施行に合わせ、災害
廃棄物対策の支援を担う部相当組織を設置予定。

⚫ 今後担う予定の業務を踏まえながら、環境省では、引き続き必要な人員・予算を確保していくとともに、地域の実
情に合わせた平時の支援、発災時の迅速な現地対応が求められるところ、地方支所の設置も検討していく。

〇JESCOの平時の組織体制

⚫ JESCOでは平時の人員を中心としつつ、社内の他事業部からの応援人員も確保し、発災時の対応にあたるべく
準備中。

⚫ 発災時の応援人員については、平時に研修等を実施し、人材育成を行う。

発災時

平時

※１ 令和８年夏ごろに
災害廃棄物対策
の支援を担う部
相当組織を設置
予定

※２ 地方支所の設置
を検討中

・公表ベースの内容に修正



３．災害廃棄物対策に係る関係者の役割（案）
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災害廃棄物対策における関係者の役割（概要）

※廃掃法に基づく基本方針素案

国（環境省地方環境局）

都道府県

平時 発災時

•域内市町村の対応基盤の整
備を支援

•広域連携体制の構築

•域内の進捗管理、実行計画策定
•域内市町村への広域調整等支援
•事務委託による処理遂行

市町村

平時 発災時

•施設整備、計画策定、関係者と
の連携等により、域内の対応基
盤を整備

•主体として処理を遂行
•被災市町村への支援

事業者・専門家

平時 発災時

•技術・科学的知見の集積、検証、発信等
•計画策定等における国・自治体への協力
•関係者との協力体制構築

•技術・科学的知見等の提供
•災害廃棄物処理への協力
•自ら排出した廃棄物の処理

専門支援機関

平時 発災時

•自治体、国が行う一部実務の遂行
•災害廃棄物対策に係る専門的知
見を有する人材の蓄積

•標準ツールの提供、支援体制
構築を含む災害廃棄物処理に
係る一部実務の遂行

•経験的知見の蓄積、提供

⚫ 平時から発災時まで切れ目なく関係者が有機的に連携し、適正かつ円滑・迅速な災害廃棄物処理を実現すべ
く、廃掃法に基づく基本方針※の改正を見据え、各主体の役割に専門支援機関を追加し、以下のとおり整理。

現地支援統括 事業推進役

処理責任主体市町村支援・調整役

処理実施主体
技術・科学的知見の提供者

・上囲みの２ポツを追加
・全体的に基本方針の文言に更に寄
せる修正

※廃棄物の減量その他その適正な処
理に関する施策の総合的かつ計画的
な推進を図るための基本的な方針
（平成13年５月環境省告示第34号）

国（環境省本省）

平時 発災時

•全国共通の対応基
盤の整備

•全体統括、進捗管理 ・財政支援
•全国的な支援調整 ・代行処理

司令塔

平時 発災時

•地域ブロックの対応基盤の
整備

•被災自治体の支援窓口
•現地支援統括
•地域ブロックにおける支援調整

7/23酒井先生意見を受けて修正
・本省・地方局は区別して書く

7/23全都清意見を受けて修正
都道府県の立ち位置について、“補佐
役”というのは消極的すぎる印象。小さ
な自治体が被災した場合は、都道府
県がもっと主体的に前に出てきてほしい。
もっと言えば事務委託を受けるべき。国
の資料として発出するには少し抵抗が
ある。
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環境省、専門支援機関、自治体、事業者・専門家の役割（詳細）

環境省本省 環境省地方環境局 専門支援機関 自治体（市町村・都道府県） 事業者・専門家

平
時

■全国共通の対応基盤の
整備による国全体の対
策方針立案

■地域ブロック単位の対応
基盤の整備による地域
ブロックにおける広域連
携体制の構築

■自治体、国が行う対応
基盤整備における一部
実務の遂行

■域内の対応基盤の整備
による主体的な処理体
制の確立

■技術、科学的知見等の
提供による関係者への
協力

＜例＞
・制度、マニュアル等の整備
・研究・技術開発の推進
・各種支援制度等の整備
（D.Waste-Net、人材バンク
等）

＜例＞
・地域ブロック行動計画の改定
・地域ブロック内の災害廃棄物処
理計画策定・改定、協定の締
結状況等の進捗管理

・地域ブロック合同訓練・研修等
の企画立案・進捗管理

＜例＞
・自治体の災害廃棄物処理計
画策定・改定支援

・協定締結等の広域連携体制
構築の支援

・全国共通の訓練・研修等のプロ
グラム開発、実施

＜例＞
・災害廃棄物処理計画の策定・
改定

・災害支援協定の締結等
・災害廃棄物対策に係る訓練・
研修等の実施

<例>
・技術、科学的知見等の集積、
検証、発信等

・自治体等との災害支援協定の
締結等

・地域ブロック協議会、訓練・研
修等への参画

発
災
時

■災害対応の司令塔 ■被災自治体の支援窓口・
現地支援統括

■地域ブロックにおける広
域連携調整

■被災自治体、国が行う
一部実務の遂行

■経験的知見の蓄積、提
供

■域内の災害廃棄物処理
の実施による住民の生
活環境の保全

■技術、科学的知見等の
提供による災害廃棄物
処理への協力

■廃棄物の適正処理

＜例＞
・災害廃棄物処理全体の進捗
管理
・関係機関等への支援要請
・災害廃棄物処理・廃棄物処理
施設復旧等への財政支援

・代行処理

＜例＞
・発災時に自治体が策定する災
害廃棄物処理実行計画の策
定方針に係る意思決定支援
（広域処理の要否・体制、処
理方針、処理期間の設定
等）

・地域ブロックでの広域連携処理
の要請・調整

・災害査定

＜例＞
・被災自治体の被害状況の確認、
災害廃棄物発生量推計の算
定

・被災自治体における支援ニーズ
把握、人的・技術支援のマッチ
ング・派遣調整

・被災自治体の災害廃棄物処
理に係る発注・契約・施工管
理等各種事務支援

・国の統括支援事務等への支援

＜例＞
・被害状況の確認
・災害廃棄物処理実行計画の
策定

・し尿及び生活ごみ、災害廃棄
物の収集・運搬、処理、公費
解体の実施

・災害報告書の作成

＜例＞
・自治体が行うし尿及び生活ご
み、災害廃棄物の収集・運搬、
処理、公費解体への協力によ
る処理遂行

・自らの事業活動に伴い生じた廃
棄物等の適正処理

⚫ 環境省本省が全国レベル、環境省地方環境局が地域ブロックレベル、自治体が地方公共団体レベルで重層
的に廃棄物処理システムの強靭化を進める。その中で、専門支援機関が自治体や国の災害廃棄物対策の推
進役として調整事務等の実務支援を担い、事業者・専門家が保有する技術・科学的知見等の提供
を担うことにより、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理できる体制を目指す。

・今回は基本方針の方向性をすり
合わせるのが目的なので、本資料
には入れない。
・御指摘の件をどこまで基本方針
で反映するかは要相談。

（大迫先生）
・事業者・専門家とあるが、民間の
事業者は廃棄物処理業者とゼネ
コンなど分けて書いてもいいのでは
ないか。技術・科学的知見の提供
でひとまとめにするのは如何か。分
解して解像度を上げた方がいいの
では。
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民間事業者、関係機関との連携

新規作成

⚫ 専門支援機関は、災害廃棄物対策の推進役として、自治体や国の一部実務を担い、関係者間の調整、
保有する知見・システムや標準フォーマットの提供等を通じて、課題解決を促進していく。

⚫ 廃棄物の収集・運搬、処分、公費解体等の災害廃棄物処理の遂行は、従来どおり民間事業者が担うもの
とする。

⚫ 専門支援機関と民間事業者は平時から相互に連携し、自治体の災害廃棄物対策の実効性向上に向けて、
意見交換等を通じてコミュニケーションをとり、事前の備えを進める。

⚫ 発災時には、専門支援機関が現地支援に係る調整業務を担うことで、民間事業者による支援活動と
の円滑な連携を図り、効率的かつ効果的な支援の実現を目指す。

民間事業者との連携

⚫ 災害廃棄物対策においては、防災庁を始めとする関係機関との連携が不可欠である。

⚫ これらの関係機関との調整は、環境省本省を中心に行われるが、地方レベルにおいては、地方環境局が各
地方支分部局との調整を行う。

⚫ 専門支援機関は、国（環境省本省・地方環境局）が行うこれらの関係機関との調整にあたって必要となる
現場情報の収集・整理等について、国に対し支援を行う。

関係機関との連携

7/22JESCO指摘を受けて修正

・専門支援機関が直接他省庁の地方
機関との調整をするのは不適当では？
・P12 関係機関との連携 2ポツ目 
に以下の記載があります。●これらの
関係機関との調整は、国（環境省本
省）を中心に行われるが、地方レベル
においては、地方環境局が各地方支
分部局との調整を行う。・一方P26 〇
他省庁との発災時の連携 の図見ると、
地方レベルの関係機関との調整は専
門支援機能・機関が行うと読める内容
になっています。⇒矛盾する内容に見
えますが、P26の資料は過去の資料で、
今回でP12に改めたということの理解で
良かったでしょうか。

（参考）発災時の専門支援機関による現場情報の収集・整理等の例

•片付けごみの路上堆積場所、堆積量の調査        ・水害時の宅地内土砂混じりがれきの発生箇所、発生量の調査

•職権滅失登記対象建物情報の整理  ・復興工事におけるコンクリートがらの利用調整 等



４．専門支援機関の支援の内容
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平時・発災時の支援の内容

・災害廃棄物処理計画、災害支援協定に係る技術的助言
・研修・訓練パッケージの構築・運営

受援体制の構築に係る支援

支援体制の構築

・人材バンク、D.Waste-Netの管理・運営
（平時からの契約内容等の調整、受入条件、処理費用等の把握）
・危険物、処理困難物の処理支援
・契約ひな形等の策定・改定

災害廃棄物に関する技術的・システム的な研究・開発

・大規模災害時を想定した災害廃棄物処理システムの合理化

知見蓄積、情報発信

・これまでの災害のデータ・知見蓄積
・広報、情報発信（マニュアル、ひな形の改定等を含む）

平時

デジタル支援ツールの整備・運営

・災害廃棄物進捗管理システム等の管理・運営
・ツール活用のための研修・訓練の運営

・初動期現地調査チームの運営

・災害廃棄物処理進捗管理システム等の提供
（ボトルネック、追加的支援ニーズの把握）
・災害廃棄物処理実行計画の作成支援

・技術的・人的支援のマッチング・調整
・発注・契約・施工管理等の各種事務支援

発災初期の被害調査・支援ニーズ・規模の把握

災害廃棄物処理方針検討に係る支援

災害廃棄物処理全般に係る各種支援調整

・災害報告書の作成支援

補助金申請業務に係る支援

発災直後～１・２か月程度

発災1か月後以降～

発災時

・浅利先生指摘を受け、黄色マーカー
箇所修正

（浅利先生）
・デジタル支援ツール、発注契約施工
監理など支援の内容に費用を含むよう
な検討も含むべきではないか。

※中央環境審議会循環型社会部会廃棄物処理制度小委員会（第８回）参考資料３より抜粋し、一部加筆

7/23酒井先生意見を受けて修正
・PDCAサイクルは、発災時の処理方針検討
に限った話ではないはず。

7/22JESCO意見を受けて修正
「平時からの契約内容等の調整、実勢価格
の把握に向けた調査等」について、「受入条件、
処理スペック、処理費用等の把握」に修正い
ただけないでしょうか？JESCOが参考情報とし
て廃棄物処理業者の各種情報を整理するの
はよいと思います。ただ、あくまで参考情報です。
市町村が委託先を選定する際には、委託先
の選定の説明責任は市町村が負います。災
害査定や会計検査などの場です。その場で
「JESCOが示している実勢価格で業者選定
しました。」と市町村に言われても、JESCOとし
ては説明責任を果たせません。JESCOとして
は参考情報として収集することしかできません
ので。つまり、処理費用、とくにその時点での実
勢価格は、市町村が説明責任を負うべきもの
であって、JESCOにそれを負うことはできません
ので、そのような誤解が生じないような表現に
していただければよいです。

⚫ 平時・発災時の支援を通して得た知見・経験を踏まえ、継続的改善により、支援の質の向上を図っていく。



５．発災時の支援体制と支援の流れ
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発災時の国・専門支援機関の支援体制（役割分担、指揮命令系統）

専門支援機関

国（環境省本省）

国（地方環境局）

指示・調整

指示・調整 報告・相談

報告・相談

被災都道府県
被災市町村

助言

報告・相談

支援・
情報提供

発災初期（発災直後～２週間程度） 応急復旧期(２週間程度以降）

支援者（非被災自治体・
民間事業者等）

指示・調整 報告・相談

支援

発注
指示・調整

発注

指示・
調整

報告・
相談

※左記の発災初期の体制の
継続に加え、以下が追加

専門支援機関

国（環境省本省）

国（地方環境局）

進捗管理

進捗管理 報告

報告

被災都道府県
被災市町村

助言

報告・相談

支援

発注
指示・調整

⚫ 環境省本省は全体統括として、全体の状況把握及び全国的な調整を担う。

⚫ 環境省地方環境局は、自治体の支援窓口として本省・専門支援機関と連携し、地域ブロック内の調整を担う。
また、現地活動を統括し、専門支援機関が収集した情報に基づく支援方針を受けて、必要に応じて本省と協議
し支援を実行するとともに、自治体の処理方針への助言を実施。

⚫ 専門支援機関は、国又は被災自治体の下、情報収集・分析及び意思決定に必要な情報提供、関係者との
調整や契約事務支援等の実務を遂行。

支援者（非被災自治体・
民間事業者等）

指示・調整 報告・相談

支援

発注
指示・調整

専門支援機能(機関)
（現地支部）

資機材や人材等の
数や時期、場所等
のニーズ確認

地方環境事務所
（+本省派遣者）

環境本省指示
調整

指揮
監督等

各種調整

指揮
監督等

技術的助言
(意思決定支援等)

専門支援
機能(機関)
（本部）

市町村・都道府県（市町村から事務委託を受けた場合）

D.Waste-Net 人材バンク

派遣調整

派遣調整
結果報告

派遣依頼

派遣

応援職員短期派遣※

※地域ブロック協議会が策定する大規模災害発生時における
災害廃棄物対策行動計画に基づく他自治体職員の派遣 

専門支援機関
（現地支部）

国（環境省本省）

国（地方環境局）

専門支援機関
（本部）

指揮・調整 報告・相談

指揮・調整 報告・相談

・支援者の
マッチング・
派遣調整
・ロジ調整現地支援活動

被災都道府県
被災市町村

支援・
情報提供

発注
指示・調整

支援者（非被災自治体・
民間事業者等）

指揮・調整 報告・相談

指揮・調整 報告・相談

派遣調整支援

発注
指示・調整

後方支援

助言

報告・相談

被災現地

・上囲みの1ポツを微修正
・6/5の非公開検討会における
「JESCOが主体的に」との御意見を受
けて、２ポツを変更
・上記を受けて、「指示」→「指揮」に
変更

（大迫先生）
・環境省が司令塔となるが、JESCOは
意思決定にコミットするくらいの専門集
団であるべきではないか。長年の経験
をもった人がリーダーシップを発揮するべ
きではないか。JESCOの主体性が見え
てこない。補佐的な形、もう少し上に
書くような書き方だといい。

⚫ 環境省本省は全体統括として、全体の状況把握と全国的な調整が必要な事項を対応

⚫ 環境省地方環境局は、自治体の支援窓口として本省・専門支援機関と連携して支援にあたるとともに、地域ブ
ロック内で調整が必要な事項を対応。その際、専門支援機関の現地活動を統括する役割として専門支援機関
に指示を行うとともに、自治体・専門支援機関から各種情報を集約し、支援方針の一時判断を行い、本省と相
談し支援を実行するとともに、自治体の処理方針への助言を実施。

⚫ 専門支援機関は、国又は被災自治体の指示に従い、国又は被災自治体の情報収集と判断のための情報提
供、調整・契約事務等の実務を遂行。
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災害廃棄物に関する被災地支援スキーム

政府
災害対策本部

政府現地
災害対策本部

都道府県
災害対策本部

市町村
災害対策本部

環境省本省

・国全体の総合的な方針決定
・関係省庁等との総合的な調整

・被害情報の集約
・自治体要望の把握・対応
・関係省庁等の実動部隊との現場調整

・被害情報の収集
・災害廃棄物処理に関する助言
・補助金制度に関する説明

支援自治体
（都道府県、市町村）

【人材バンクに基づく派遣】
【地域ブロック行動計画に基づく
派遣・広域処理】
・方針検討等への知見提供
・広域処理の実施
・事務作業等の活動支援

・災害廃棄物処理に関する専
門的助言
・災害廃棄物の収集・運搬、仮
置場運営、処分等に関する
現地支援

被災自治体の実務支援
支援方針立案・派遣調整

専門支援機関
地方環境局

環境省本省

環境省リエゾン
（環境省本省
・地方環境局）

都道府県リエゾン
（地方環境局）

※災害規模に応じて
環境省本省も派遣

市町村リエゾン
（地方環境局）

関
係
省
庁
・
関
係
機
関

現地支援チーム

被災自治体
（都道府県・
市区町村）

支援の受入
処理の実施

支
援

※災害規模に応じて
環境省本省も派遣

災害廃棄物処理支援ネットワーク

・被害状況現地調査 ・支援ニーズ、規模の把握
・処理方針検討、処理推進に係る実務支援

※都道府県・市町村
リエゾンとの兼務を想定

※災害規模や対応フェーズにより、専門支援機関単独の
ケースも想定

・全体修正

（酒井先生）
下の被災自治体が思いものを背負うイ
メージに見える。ワンストップ窓口を設け
るという絵を作った方がいい。

被災自治体の支援窓口
現地支援統括
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現地支援チームの派遣

⚫ 地方環境局、専門支援機関を中心に、D.Waste-Net・人材バンク等の支援者にて構成する「現地支援
チーム」を組成し、被災市町村における現地支援にあたる。

⚫ 現地支援チームの構成や人数、派遣期間等は、災害の種類（地震・水害等）、被害規模、災害廃棄物発
生量、支援先（市町村・都道府県）等によって異なることから、後述する災害パターンをベースに、現地支援
チームの派遣方針については引き続き検討していく。

〇各自治体に派遣する現地支援チームの基本構成（案）

A. チームリーダー（統括・調整）
•被災自治体の連絡窓口 ・首長、関係団体・機関との調整

B. 計画班 (情報分析・計画立案)
•実行計画策定、広域処理・公費解体等の体制構築、事務委託の実施等
の中長期的な戦略立案・調整

C. 処理推進班（現場対応）
•被害調査、避難所・仮置場等の現地確認

•収集・運搬～処理の課題解決、関係者間の調整

•進捗管理システムへのデータ収集

D. 総務班（事務・契約支援、ロジ対応）

•自治体の契約・発注等の事務支援     ・車両、宿泊確保等のロジ

A.チームリーダー
（地方環境局or専門支援機関）

B.計画班
（地方環境局and/or専

門支援機関）
※Aと兼務することも想定

C.処理推進班
（専門支援機関）

DWN・人材バンク等

支援先や巡回支援する自治体数、被害の程度、事務委託の有無などにより各班
の役割・構成が変わることから、今後様々なケースを想定したシミュレーションを行う。

地方環境局・専門支援機関の現地派遣（発災当日～翌日）

• 災害廃棄物の発生が見込まれる場合、地方環境局と専門支援機関が
速やかに現地入り。

• 被害状況や自治体の対応体制を勘案し、現地支援チームの派遣要否
を判断。（プッシュ型）

• 被災自治体からの支援要請があった場合、支援内容やその範囲につい
て、被災自治体と調整。（要請型）

※災害規模に応じた派遣方針については後述

〇現地支援チームの派遣フロー(案) ※以下フローは地震の場合を想定

現地支援チーム先遣隊の派遣（～発災３日目 目途）

•支援規模把握のための現地調査等を行うべく、国又は専門支援機関か
ら廃棄物処理業者等に対し、先遣隊の派遣を要請。

•支援者、資機材等の派遣、確保規模、派遣時期等を調整。

１

２

D.総務班
（専門支援機関）

※上記B～D班の業務内容・業
務量に応じ、DWN・人材バンク
等に協力を要請

先遣隊の現地派遣（発災直後速やかに）

• 災害廃棄物の発生が見込まれる場合、地方環境局と専門支援機
関は発災直後速やかに現地入りする。

• 被害状況や自治体の対応体制を勘案し、現地支援チームの派遣
要否を判断。（プッシュ型）

• 被災自治体からの支援要請があった場合、支援内容やその範囲に
ついて、被災自治体と調整。（要請型）

※災害規模に応じた派遣方針については後述

• 支援内容に基づき、DWN・人材バンク等の支援者との派遣調整を
実施。

• 現地支援チーム派遣決定後、速やかに現地入りし、発災後２週間
程度までを目途に、仮置場設置・運営等を含む処理の推進、処理
実行計画の策定に向けた処理の基本方針の検討を実施。

１

２

３

• 現地の被害実態と自治体の発災初期の事務対応状況等を勘案
し、継続派遣の要否を判断。

継続派遣の要否判断

現地支援チームの派遣（～２週間以内目途）

•必要に応じ、追加の支援者、資機材等の派遣、確保を調整。

３ 現地支援チームによる支援（～発災１・２か月程度)

•現地の被害実態と自治体の発災初期の事務対応状況等を勘案し、
地方環境局・専門支援機関にて、継続派遣の要否を判断。

４ 継続派遣要否の判断

・全体修正

（酒井先生）
調達や施工監理の役割は１つのチームがいるのではないか。チー
ムリーダーが地方局と特定せず、JESCOでやったっていい。

（大迫先生）
・ 環境省が司令塔となるが、JESCOは意思決定にコミットするくら
いの専門集団であるべきではないか。長年の経験をもった人がリー
ダーシップを発揮するべきではないか。JESCOの主体性が見えてこ
ない。補佐的な形、もう少し上に書くような書き方だといい。
・チームリーダー１人でなんでもかんでもできるか。ＪＥＳＣＯの
専門性のある人がチームリーダーを支えていくというのが必要ではな
いか。

(牧先生)
・計画とオペレーションに加え、防災的にはロジと総務がいる。チー
ムリーダー1人でできるのか。衛星通信なども必要。
・地震と水害でごみの出方が違う。チームの派遣を考えるにあたり、
そのあたりも触れてもいいのでは。

＜田中
全国団体への依頼は本省から行
うべし
との流れになりそうなので、環
境省を足しました

・タイトルも変えた
元案：現地支援チームの基本構成と派遣フロー（案）

・7/23酒井先生意見を受けて、災害規模の話を抜いた

・7/22JESCO意見を受けて修正

１９ページ 現地で「車両、宿泊確保等のロジ」を行うのか。 これ
までは県庁チームでの対応ではなかったか。 これまでの災害対応で
県庁で対応してきたチームの役割を明確化して記載すべきではない
か。

左側に本部があって地方環境局が詰めることになっていますが、
JESCOも、JESCOの統括として県庁に詰める必要があるように思
います。次の１８ページも含めて、市町村担当をする現地支援
チームの記載は手厚いのですが、市町村を統括して全体の司令塔
になる県庁本部の記載が薄いと思います。県庁本部にJESCOも
詰めることとし、県庁本部の機能をもう少し明示して、市町村担当
との関係をわかりやすく表現した方がよいとのことでした。
必ずしも災対本部でなくても、県庁に詰める現地支援チームでもよ
いです。かき分けのイメージや人数は、追って議論して明確化してい
きましょう。ここが一番のキモというのが社長と山本取締役のコメント
です。

地震・水害など、災害の種類によっても派遣フローが異なることから、過去の
支援実績等を踏まえ、廃棄物処理関係者等とも連携して検討を進めていく。
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全壊 半壊
一部
破損

床上
浸水

床下
浸水

焼損 計 公費解体 緊急解体 自費解体 計
環境省
(人日)

DWN
(人日)

DWN
（支援車両
台数）

人材バンク
(人日)

★東日本大震災 岩手県、宮城県、福島県 H23年3月 122,005 283,156 749,732 1,489 9,786 0 1,166,168 約110,000 3,100 （不明） 制度創設前 制度創設前 制度創設前

★阪神淡路大震災 兵庫県 H7年1月 104,906 144,274 390,506 0 0 7,574 647,260 108,126 1,500 （不明） 制度創設前 制度創設前 制度創設前

★令和６年能登半島地震 新潟県、富山県、石川県 R6年1,9月 6,536 23,707 135,545 6 19 0 165,813 43,304 385 2,276 45,965 426 7,781 1,173 1,785台 169

★平成28年熊本地震 熊本県 H28年4月 8,657 34,491 155,095 0 0 0 198,243 35,675 311 971 1,431 2,850台 制度創設前

★新潟県中越地震 新潟県 H16年10月 3,175 13,810 105,682 0 0 0 122,667 約17,000 60 （不明） ー ー 制度創設前

令和４年福島県沖地震 宮城県、福島県 R4年3月 111 1,285 19,048 0 0 0 20,444 3,063 38 33 ー ー ー

令和５年５月能登地震 石川県 R5年5月 18 15 706 0 0 0 739 5.8 21 ー ー 2

★平成30年７月豪雨
中国（岡山県、広島県）、四
国（愛媛県）を中心に点在

H30年7月 6,603 10,012 3,457 5,011 13,737 15 38,835 4,502 190 754 308 2,500台 制度創設前

★令和元年台風19号（東
日本台風）

東北（福島県）、関東（茨城
県、栃木県、千葉県）、中部
（長野県）を中心に点在

R1年9～10月 3,650 33,951 107,717 8,256 23,010 0 176,584 5,872 109 2,225 （不明） 835台 制度創設前

★令和２年７月豪雨
九州（福岡県、熊本県、大分
県）を中心に点在

R2年7月 1,627 4,535 2,116 1,741 6,266 0 16,285 2,425 42 770 372 1,270台 制度創設前

令和５年梅雨前線による
大雨等

東北（秋田県）、九州北部を
中心に点在

R5年7月 18 51 175 1592 2557 0 4,393 2 7.6 241 123 173台 133

令和３年８月豪雨
広島県、九州北部（福岡県、
佐賀県）を中心に点在

R3年8月 43 1,315 296 1,024 5,531 0 8,209 7.6 37 4 ー 6

令和５年台風第13号 福島県、茨城県、千葉県 R5年9月 1 0 27 1,856 1,045 0 2,929 3.0 63 28 ー ー

令和４年８月３日からの
大雨

東北（青森県、山形県）、北
陸を中心に点在

R4年8月 28 586 337 1,710 4,381 0 7,042 2.3 86 8 ー 23

令和５年梅雨前線による
大雨及び台風第２号

関東（埼玉県）、中部（静岡
県）、近畿（和歌山県）を中
心に点在

R5年6月 13 6 36 2,149 5,841 0 8,045 2.0 59 ー ー 4

令和６年７月25日からの
大雨

秋田県、山形県 R6年7月 9 9 12 431 959 0 1,420 77 1.9 28 ー ー 38

令和元年８月の前線に伴
う大雨

福岡県、佐賀県 R1年8月 88 884 30 816 4,398 0 6,216 1.4 50 3 ー ー

令和３年７月豪雨
中部（静岡県）、中国を中心
に点在

R3年7月 59 115 342 472 2,638 0 3,626 21 1.3 118 ー ー 2

令和４年台風第15号 静岡県 R4年9月 6 1,801 1,718 5,195 4,275 0 12,995 222 ー ー 222 2.4 73 29 280台 8

秋田市

山形県

熱海市

調査中

調査中水
害

岡山県、広島市、愛媛
県

福島県、茨城県、栃木
県、千葉県、長野県

熊本県

調査中

調査中

調査中

公費解体実績　[棟]　
※公表情報、環境省保有情報により判

明した情報のみ記載
災害廃
棄物量 
[万ト
ン]

支援実績

地
震

岩手県、宮城県、福島
県等 計

兵庫県

熊本県

新潟県

福島県

珠洲市では公費解体を予定も、
令和６年能登地震の影響により全件中止

災害
種別

災害名 主な被災県
発生
年月

損壊家屋数　[棟]

（参考）これまでの災害における災害廃棄物発生量と支援実績
（特定非常災害と令和以降の災害廃棄物量１万トン以上かつ環境省からの支援実績有りの災害を抜粋）

パ
タ
ー
ン
５

パ
タ
ー
ン
１

パ
タ
ー
ン
２

パ
タ
ー
ン
３

パ
タ
ー
ン
１

パ
タ
ー
ン
４

※２

※１ 津波堆積物1,100含む
※２ 土砂まじりがれきを含む
※３ 支援実績については、環境省にて把握する

実績を掲載したものであり、全ての支援実績
を網羅的に集計したものではないことに留意。

※１

○令和３年度～令和６年度
災害 ：災害廃棄物対策推進検討会で

取り上げた災害
損壊家屋数 ：内閣府の災害情報より引用
災害廃棄物発生量：災害廃棄物対策推進検討会資料より引用

○令和２年度以前
災害 ：災害等廃棄物処理事業費補助金の

 活用実績がある災害
損壊家屋数 ：補助金活用した自治体の被害棟数合計
災害廃棄物発生量：補助金活用した災害廃棄物の合計

※３

・公費解体棟数反映（現時点で調べ
られる限り）

（酒井先生）
・P.17で期待したいのは、巨大災害対
応に向けた大規模解体、地下構造物
対策に関する過去の情報、公費解体
棟数などを入れてほしい。研究開発に
資するデータ整理をしてほしい。
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（参考）災害の種類・被害規模と災害廃棄物発生量に応じた

現地支援チームの派遣方針（案）

市町村における局所的な被害

• 被災した当該市町村に対し、支援チームを「常駐又は巡回派遣」

都道府県内の複数市町村に被害

• 都道府県を派遣拠点とし、各被災市町村を「巡回支援」

• 特に甚大な被害が発生している市町村に対しては 「常駐派遣」

• 市町村が都道府県に事務委託を行う場合、都道府県への派遣人員を強
化し、事務委託を行った市町村へ常駐支援している場合には、状況に応じ
て「巡回支援」に移行

パターン１
（地震・水害）

（支援対象が限定的）

パターン２
（地震）

（支援対象が複数）

広域的な局所被害

• 地域ブロック単位で支援チームを派遣し、ブロック内の市町村を「巡回支援」
• 特に甚大な被害が発生している市町村に対しては 「常駐派遣」

パターン４
（水害）

（支援対象が多数）

広域的に、複数都道府県・複数市
町村に被害

• 地域ブロック単位で支援チームを派遣し、ブロック内の市町村を「巡回支援」

• 特に甚大な被害が発生している都道府県、市町村に対しては 「常駐派遣」

• 市町村が都道府県に事務委託を行う場合、都道府県への派遣人員を強
化し、事務委託を行った市町村へ常駐支援している場合には、状況に応じて
「巡回支援」に移行

パターン３
（水害）

（支援対象が複数）

パターン１

パターン１

パターン５

パターン２

パターン３

パターン４

★東日本大震災 岩手県、宮城県、福島県 3,100

★阪神淡路大震災 兵庫県 1,500

★令和６年能登半島地震 新潟県、富山県、石川県 426

★平成28年熊本地震 熊本県 311

★新潟県中越地震 新潟県 60

令和４年福島県沖地震 宮城県、福島県 38

令和５年５月能登地震 石川県 5.8

★平成30年７月豪雨
中国（岡山県、広島県）、四
国（愛媛県）を中心に点在

190

★令和元年台風19号（東日本台
風）

東北（福島県）、関東（茨城
県、栃木県、千葉県）、中部
（長野県）を中心に点在

109

★令和２年７月豪雨
九州（福岡県、熊本県、大分
県）を中心に点在

42

令和５年梅雨前線による大雨等
東北（秋田県）、九州北部を
中心に点在

7.6

令和３年８月豪雨
広島県、九州北部（福岡県、
佐賀県）を中心に点在

7.6

令和５年台風第13号 福島県、茨城県、千葉県 3.0

令和４年８月３日からの大雨
東北（青森県、山形県）、北
陸を中心に点在

2.3

令和５年梅雨前線による大雨及
び台風第２号

関東（埼玉県）、中部（静岡
県）、近畿（和歌山県）を中
心に点在

2.0

令和６年７月25日からの大雨 秋田県、山形県 1.9

令和元年８月の前線に伴う大雨 福岡県、佐賀県 1.4

令和３年７月豪雨
中部（静岡県）、中国を中心
に点在

1.3

令和４年台風第15号 静岡県 2.4

災害廃
棄物量 
[万ト
ン]

主な被災県

地
震

災害
種別

災害名

水
害

・パターンの記載に中林先生の御指摘
を反映

（中林先生）
・地震パターンと水害パターンに分けて
おいた方がいい。地震については複数
の自治体・広域をどう使うか。阪神淡
路はほぼ兵庫だった。パターン２の超
巨大型が阪神淡路。東日本は複数
県だった。複数の自治体がたくさんの被
害を受ける「広域巨大型」の事例が東
日本。量が多いからくくるのではないの
ではないか。応援の仕方の観点でいう
と、応援する先がどれくらいいるか、量が
どれくらいでるかの2点でパターン分けす
べきではないか。

パターン５
（地震、津波） 大規模災害

• 国による代行処理など対応の前提が異なるため、別途大規模災害における行
動計画を策定し、その中で現地支援チームの派遣方針も整理することを検討

（目黒先生）
・パターン１～パターン４について、メンバー構成・体制と被災地との関係で問題なく対応できると結論づけられそうなのか。

→MOE
パターンに応じて班を増やして対応することを考えている

→目黒先生
十分な対応体制（キャパシティ）があるのか。自治体の対応体制を含めて。
災害対策の業務量の見積もりができていないとそれが検証できない。
各自治体で考えられる被害規模の想定が重要。想定される範囲内でいいが、松竹梅くらいの被害像、地震、水害などの災害種類に
もよるが、地域ごとに被害パターンを示す仕組みも必要ではないか。対応しないといけない災害のイメージを各地で理解してもらえるもの
を提供する必要あり。
今のままで人口形態を考えても、そもそも人口減があるので、そこを考慮する必要あり。一方で被害想定は変わらない。その中で行動の
標準化、外部支援による体制強化が必要となってくる。地方は全体として落ち込むトレンドであり、施策を打っても思ったほど響かない可
能性ある。技術力、対応力がどれくらい落ちていくかを見える化するといい。それらを比較しながら、定量化して判断できる情報を提供す
ることが必要。

→MOE
被害想定は計画策定を専門支援機関が支援していく
定量化分析は、研究開発分野で拾っていく
対策のフローを今回示したが、訓練の標準化も必要と思っている

→目黒先生
パターン１～４で本当に対応できるのか実効性の確認を。どこを超えたらできなくなるかを把握する。例えば都道府県単位で、対応でき
ない量が分かっていれば、推計量をもとに支援を求める基準が分かる。それを共有することが重要。

→MOE
過去の災害事例と支援の関係について、ラインを見つけようとしているがなかなか定量的な基準を決めるのが難しい。

→目黒先生
府防災において、全ての省庁のデータをレビューして作成したシステムがある。各市町村にどの部署に何人いるかデータベース化されてい
る。被害量を入れると、やらないといけない仕事を見積れる仕組み。今の部局で割り振りした場合、どれくらい時間がかかるのかを算出す
る。でもこれは平時の業務における組織体制の最適解であり、発災時はそのまま使えない。業務量が増えた部分に、人材をふりなおす
計算をする。そうすれば、庁内で効率的な対応が可能。
このシステムを用いて、仕事の完了期間を決めることで、庁内だけで対応できない量がわかる。それを都道府県が全て把握することが可
能で、都道府県の支援がどれだけいるか、それを超える場合国に支援を求める、そういった仕組みをつくった。
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被災自治体の受援体制（案）

⚫ 発災時の被災自治体のマンパワー・処理能力不足等に対し、前述の現地支援チームをはじめ、被災自治体が

締結する各種協定に基づく支援や国その他の人的支援制度等、外部からの応援の受入が必須となる。
⚫ 災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理のため、平時から支援要請手順の明確化及び受援体制の構
築に関し検討を行うことが重要。その際、災害廃棄物処理に係る計画に記載しておくことも有効。

〇発災時の被災自治体における受援体制構築

被害、事態の予測、被害状況、職員参集状況の把握

〇受援体制構築にあたって、平時からの検討が望ましい事項

庁内応援、都道府県応援の要請（受援班の体制確保）

•庁内災害対策本部に対し、庁内からの応援の必要性を伝える

•都道府県と調整し、職員派遣を要請

１

３

•各業務責任者と支援ニーズを整理。（派遣される場合には）現地
支援チームと連携し受援対象業務を決定、支援要請先を選定

４ 受援対象業務、必要支援量（人数、資機材等）の選定

•執務スペースの確保等に加え、被災状況、収集場所、処理施設の
情報などの基本情報を支援者に対し提供

５ 支援者の受入

新規追加

（中林先生）
・支援と受援において、資料２では受
援体制と受援の流れを作っておかない
といけないのではないか。P.18の図も
支援側から書いた図であるが、受援側
からみたら、これだけの応援をどう受け
入れたらよいかわからない。主体を変え
た受援側の視点から考えた資料を入
れるのといいのではないか。

•庁内関係部署との調整や外部からの支援要請を担う

２ 受援班（支援受入調整窓口）の設置

現
地
支
援
チ
ー
ム
の
受
入

•業務実施方針等の調整を行う機会を設けるなど状況認識の統一を図る

６ 受援業務の開始・状況把握

•受援業務の進捗状況を踏まえ、支援者等と協議し支援の終了を
決定。精算が必要な場合は遅滞なく処理。

7 支援の終了・精算

•災害廃棄物処理に係る庁内対応体制、指揮命令系統及び受
援班の設置、人員確保策を計画する。

•災害廃棄物処理業務のうち、受援対象業務を選定し、受援対
象業務ごとに、支援要請先を整理する。

•様々な支援の枠組みがあることから、優先する支援要請ルートや
遠隔で支援可能な業務等を予め検討しておくことも必要。

•執務スペース、通信環境、資機材等のほか、支援者の活動拠点
となる環境を整備する。

•協定等を活用し、費用負担の考え方・精算方法等について関係
者間で整理する。

•事業継続計画（BCP）等の組織体制・指揮命令系統と整合を図りつ
つ、災害廃棄物処理に係る庁内対応体制を計画する。

•検討にあたっては、総括、指揮を行う意思決定組織や受援班の設置、
及び初動時から必要となる人員の確保策を検討する。

•災害廃棄物処理に係る計画等で想定される被害想定などを基に、災
害廃棄物処理業務のうち、受援対象業務を選定する。

•受援対象業務ごとに、支援要請先を想定する。様々な支援の枠組み
があることから、要請可能なルートやその支援内容を把握・整理し、想定
される災害の規模も踏まえた上で、優先する支援要請ルート等をあらか
じめ検討しておくことも必要。道路や宿泊場所、庁舎の被災も考慮し、
遠隔地において支援可能な業務を洗い出ししておくことも有効。

•庁内で事務を担う支援者の執務スペースや支援者の待機場所、定例
ミーティングを開催できる場を検討する。合わせて、業務に必要となる
ネット環境、資機材の確保などについても検討する。

•宿泊、交通については、支援者側で手配することが基本となるが、支援者
に紹介可能なホテル・旅館、公共施設で活用可能なスペース、車両を設
置できる空き地などの宿泊可能な場所や交通機関のリスト化しておく。

•平時の生活ごみ・し尿の具体的な回収・収集情報（回収の場所・頻
度・回収ルート・事業者、処理先の施設規模・事業者等）や被害状
況、避難所情報、関係先の連絡先リストなど、受援対象業務の内容に
応じ、支援者に提供できるよう、準備しておく。

•受援者と支援者との費用負担の考え方や精算の方法・タイミングにつ
いて、協定締結・見直し時などの機会も捉え、事前に協議しておく。

組織体制の整備

受援対象業務の整理

受入環境の確保

支援者に提供する情報の整理

•支援者に提供可能な宿泊場所、活動拠点及び交通手段に関
する情報をリスト化しておく。

•収集運搬体制、処理施設情報、連絡先等、支援活動に必要な
基礎情報をあらかじめ整理する。

費用負担等の事前調整

参考；倉敷市災害廃棄物処理受援マニュアル（倉敷市、令和８年３月）
 市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き（内閣府(防災)、令和７年４月）

・7/23酒井先生意見を受けて、参考の記載を右下に追加
・倉敷市で受援マニュアルを整備した例がある。参考資料として展
開する。



６．継続的改善
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⚫ 現地調査・支援方針
検討

⚫ 関係者との調整
⚫ 実務支援

⚫ 方針策定
⚫ 計画、協定の策定・

改定支援
⚫ 研修・訓練の実施

⚫ 方針改定
⚫ マニュアル等の策定・

改定
⚫ 支援手法の改善
⚫ 人材育成

⚫ 支援実績の検証
⚫ 研究・開発の推進

PDCAサイクルに基づく継続的な改善の実施
・新規追加

（酒井先生）
活動方針は、第５のあとにＰＤＣＡ
的な継続的な改善といった趣旨がいる
との認識。

⚫ 法施行にあたって、本方針に基づき専門支援機関は活動を開始するが、支援実績や今後の各種活動を通して
得た知見・経験を踏まえ、PDCAサイクルを継続的に実施し、支援の質の向上を図っていく。

⚫ 今後、災害の種類（地震・水害等）・規模等を踏まえた支援フローのシステム化に係る検討を進
めるとともに、専門支援機関による支援実施例の提供、及び自治体の災害廃棄物対策に資する各
種情報提供やマニュアル等の策定・改定を予定している。

・7/23酒井先生意見

〇“標準化”という表現についてはメリットデメリットをよく考えて使うべ
き。（→資料修正済）被災規模や災害廃棄物発生動態に応じ
て、対処の柔軟性を担保しなければならず、標準化によってその柔
軟性が損なわれてはならない。TEC-FORCEを参考にされたい。

支援の質の

向上

方針改定

平時の支援

方針策定

発災時の

支援

知見・経験・

データの蓄積、

検証



（参考１）これまでの特定非常災害における
災害廃棄物の発生量及び処理期間
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これまでの大規模災害における災害廃棄物の発生量及び処理期間

（特定非常災害に指定された災害の一覧）

焼
損

床下浸水一部破損
焼
損

床下浸水一部破損

(※1) 消防庁災害情報の合計（令和3年3月9日時点）

(※2) 消防庁災害情報の合計（平成18年5月19日時点） 

(※3) 消防庁災害情報の合計（令和８年３月31日時点）

(※4) 内閣府防災被害報告の合計（平成31年4月12日時点）

(※5) 主要被災３県の公表値の合計（平成31年１月９日時点）

(※6) 内閣府防災被害報告の合計（令和２年４月10日時点）

(※7) 内閣府防災被害報告の合計（平成21年10月27日時点）

(※8) 消防庁災害情報の合計（令和３年11月26日時点）

(※9) 消防庁災害情報の合計（令和６年３月８日時点）

(※10) 消防庁災害情報の合計（令和元年８月20日時点）

(※11) 主要被災３県（石川県・富山県・新潟県）の推計値合計

石川県：災害廃棄物の処理状況（令和７年７月加速化プラン推計量）

 富山県：富山県からの情報提供に基づく（令和８年３月末時点）

 新潟県: 新潟県からの情報提供に基づく（令和８年３月末時点）

(※12) 主要被災３県の合計（令和3年3月時点）

(※13) 被災自治体からの報告の合計（令和４年３月末時点）

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 焼損 小計 公共建物 その他

3,100
（津波堆積物

1,100を含む）

H7年

1月

地震 Ｒ6年

水害 1月,9月

平成28年熊本地震 (※4) H28年

（熊本県） 4月

平成30年７月豪雨

（西日本豪雨） (※5)

(岡山県,広島県,愛媛県)

令和元年台風19号 R1年

(東日本台風) (※6) 9~10月

H16年

10月

R2年

7月
約2.5年

非住家損壊家屋数 [棟]

建物被害 災害廃

棄物量

[万トン]

処理

期間

60 約3年

1,627

約3年

(福島県を除く)

火災

(15 件)

4,535 2,116 1,741 6,266

災害

の

種別

災害名

42 (※14)令和２年７月豪雨 (※8) 水害

地震･

津波

H30年

7月

H23年

3月

109 (※13) 約2.5年

新潟県中越地震 (※7) 地震 3,175 13,810 105,682

水害 3,650 33,951 107,717 8,256 23,010 176,584

311 約2年

水害 6,603 10,012 3,457 5,011 13,737 190 (※12) 約2年38,835 44,048

地震 8,657 34,491 155,095

165,813

198,243

1,500 約3年

令和６年能登半島地震 (※3) 6,536 23,707 135,545 6 19

阪神・淡路大震災 (※2) 地震 104,906 144,274 390,506

442 (※11)
約2年

9,786

発生

年月

1,166,168

647,260

東日本大震災 (※1) 122,005 283,156 749,732 1,489

7,574

122,667

16,285

14,527

(※9)

93,869

(※9)

1,274,564

1,579 40,917 689,756

443 40,852 207,108

467 12,918 211,628

623

(※10)

4,590

(※10)

16,285

計

187 13,784

122,667

190,555

(※14) 被災自治体からの報告の合計（令和５年2月末時点）

土砂混じりがれきを含む

大
規
模
災
害



（参考２）これまでの推進検討会等における
検討状況
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阪神・淡路大震災
東日本大震災

マグニチュード 9.0
震度7
災害廃棄物発生量
約3,100万トン

マグニチュード 7.3
震度7
災害廃棄物発生量
約1,500万トン

地方自治体又は
国の判断

国の判断
政令指定 (災対法
第86条の5関連)

発
生
す
る

廃
棄
物
の
量

災害の規模 大小

南海トラフ巨大地震
災害廃棄物発生推計量
最大約4億2,000万トン※1

首都直下地震

災害廃棄物発生推計量
最大約1億1,000万トン※2

※1出典：南海トラフ巨大地震対策について
(R7.3 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ)

※2出典：巨大災害発生時における災害廃棄物対策の
  グランドデザインについて（H26.3 環境省）

※3出典：災害廃棄物対策推進検討会（R6.4 環境省）

災害対策基本法に基づき処理指針を策定、特例基準を適用

地方自治法、災害対策基本法に基づく市町村から都道府県への事務委託

廃棄物処理法に基づく特例措置を使用

廃棄物処理法に基づく平時の備え

災害対策基本法に基づく環境大臣による代行を実施
（被災市町村の要請＋一定の要件※）

※処理の実施体制、専門知識・技術の必要性、広域処理の必要性

少

多

参考：（今後）災害廃棄物対策における災害の規模と適用する措置の考え方

平時の廃棄物処理体制では対処できない規模の災害

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

災害廃棄物発生推計量
日本海溝:最大約7,400万トン※3

千島海溝:最大約4,000万トン※3

DWN・人材バンク・地域ブロック行動計画・その他人的支援の枠組み（※２）による支援

災害支援協定の活用

① ②

国に対する専門支援機能（機関）による支援

都道府県に対する専門支援機能（機関）による支援（※１）

市町村に対する専門支援機能（機関）による支援（※１）

市町村における
局所的な災害

複数市町村に
被害が発生する広域的災害

※１ 災害の規模・種類や被災自治体の規模・体制に応じて、市町村ではなく、都道府県に対する専門支援機能（機関）による支援を実施
※２ 環境省所管以外の支援制度・枠組みを指す（例：中長期職員派遣制度（総務省）、地方三団体や都道府県からの応援）

平時の廃棄物処理
体制で対処可能な

規模の災害

・地方自治体（市町村、都道府県）の専門
支援機能への要請の判断目安であり、また、
国のプッシュ型支援の判断目安にもなる。

【①】市町村における局所的な災害の場
合
⇒アの措置の支援（要請）を行うかどうか

【②】複数市町村に被害が発生する広域
的災害の場合（都道府県が事務委託を受
けた場合）
⇒イの措置の支援（要請）を行うかどうか

※第２回令和７年度災害廃棄物対策推進検討会 資料５「制度的対応の検討状況について」

地方自治体又は国の判断

ア

イ
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発災時の支援イメージ（改）

パターン２ 都道府県内の複数市町村に被害が発
生し、都道府県への事務委託が実施される場合
（例：熊本地震）

パターン４ 地域ブロック、全国にパターン１、２の被害が広がる場合
（例：平成30年７月豪雨、令和６年能登半島地震）

複数の都
道府県で
被害発生

① 被害情報の提供

② 支援ニーズ、進捗情
報の提供

③ ・人的・技術的・財
政的支援
・進捗管理

④ ・人的・技術的支
援
・環境省現地支
援チーム以外の支
援者の調整
・進捗管理

⑤ 支援者情報の共
有

⑥ 派遣先等について
連携して対応

⑦ 一部又は全部の
市町村業務の事
務委託

⑧ 現地確認、発注
支援、進捗管理
支援等

被災市町村へ専門支援機能・機関を派遣し支援
被災地域ブロックごとに専門支援機能・機関を派遣し、

被災市町村を巡回支援

事務委託を受けた被災都道府県へ専門支援機能・
機関を派遣し支援

被災地域ブロックごとに専門支援機能・機関を派遣し、事務委託を受け
た被災都道府県を支援・事務委託未実施の被災市町村を巡回支援

※1 被災市町村には政令市・中核市・特例市を含むが、現在検討中の「(今後)災害廃棄物対策における災害の規模と適用する措置の考え方」のうち、「地方自治体又は国の判断」に
 資する目安の中には、自治体の組織体制や規模を反映することを想定しており、それらを考慮して専門支援機能・機関の支援が行われる。

複数の都
道府県で
被害発生

被害
範囲

広い狭い

被害
規模

大

小

都道府県内で複数被害発生 複数の都道府
県で被害発生

パターン1 市町村における局所的な被害の場合
（例：令和５年能登半島地震における珠洲市）

パターン３ 地域ブロック、全国にパターン１の被害が広がる場合
（例：令和７年８月から９月の豪雨等及び台風）

※第３回令和７年度災害廃棄物対策推進検討会 資料３「専門支援機能・機関に係る検討」
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発災時の支援イメージ（改）②

パターン５ 環境大臣の代行を含む甚大な被害の場合（例：東日本大震災）

③

⑩
①

国（本省）

国（地方環境事務所）

被災都道府県

被災市町村※1

被災都道府県

被災市町村※1 被災市町村※1

専
門
支
援
機
関

②

② ⑤

【地域ブロック】

⑩
①

①

③

④

① ①③

①

⑥

事務委託未実施

専
門
支
援
機
関

⑧

⑥

事務委託実施

① 被害情報の提供

② 支援ニーズ、進捗情報の提供

③ ・人的・技術的・財政的支援
・進捗管理

④ ・人的・技術的支援
・環境省現地支援チーム以外の支援者の
調整
・進捗管理

⑤ 支援者情報の共有

⑥ 派遣先等について連携して対応

⑦ 一部又は全部の市町村業務の事務委託

⑧ 現地確認、発注支援、進捗管理支援等

⑨ 一部又は全部の市町村業務の国代行

⑩ 一部の市町村業務の事務委託

⑨

コンサル

コンサル
⑧

段階 発災時の役割 パターン１ パターン２ パターン３ パターン４ パターン５

発災直後～ 初期現地調査チームの運
営

対 市町村
への支援

対 都道府県への支援
（都道府県と協議の上、派

遣市町村を決定）

対 市町村への
支援

対 地域ブロックへの支援（地域
ブロック協議会、都道府県と協議の上、

派遣市町村を決定）

対 国への支援
（国の指示で、派遣市町村

を決定）

進捗管理システムの提供・
運用

対 国・都道府県・市町村への支援

災害廃棄物処理実行計画
の作成支援

対 都道府県・市町村への支援

技術・人的支援のマッチン
グ・調整

対 市町村
への支援

対 都道府県・市町村
への支援

対 市町村への
支援

対 都道府県・市町村への
支援

対 国・都道府県への
支援

発災２週間
程度～

発注・契約等の事務支援 対 市町村
への支援

対 都道府県・市町村
への支援

対 市町村への
支援

対 都道府県・市町村への
支援

対 国・都道府県への
支援

発災１か月
程度以降

災害報告書の作成支援 対 都道府県・市町村への支援

災害廃棄物処理実務支援 対 国への支援

国が行う処理への支援と事務委託を受けた被災都道府県へ専門支援機能・機関を派遣し支援

※第３回令和７年度災害廃棄物対策推進検討会 資料３「専門支援機能・機関に係る検討」
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